
 大野市脱炭素ビジョン【概要版】 「Connect 2050　人・自然・エネルギーのつながり」
　～優(Y)しい心と　美(U)しい自然で　挑(I)む　カーボンニュートラル～

地球温暖化等の

影響が世界中で顕在化

（異常気象・生態系へ

　 の影響・農作物被害など）

  

⇒世界の目標

「平均気温上昇を

       1.5℃に抑える」　

すでに世界平均気温は1.09℃上昇

　⇒国内外で深刻な気象災害が多発、様々なリスクが現実に…。

出典：全国地球温暖化防止活動センターウェブサイト

　　2050年までにカーボンニュートラルを達成している「大野市の望ましい姿」と「地域課題の解決」が図られる
　　ような取組方針を示し、市民、事業者、行政の協力の下、2050年までに「脱炭素社会」と「人、モノ、カネが
　　地域で循環する地域循環型社会」の同時実現を目指します。

２　ビジョンの基本戦略

４　大野市の現状

３　ビジョンの策定背景

位置付け

計画期間

広大な森林面積を生かし
森林によるCO2吸収量の維
持を目指す

「カーボンニュートラル」
とは、工場や家庭、自動車
から出る二酸化炭素（CO2）
の量から、森林などによる
吸収量を差し引いた合計を
ゼロにすること

１　ビジョンの基本事項

①「結の心」による協働のまちづくり

②豊富な自然や地域資源を活用したまちづくり

③脱炭素の取り組みによる

  経済とエネルギーの域内循環によるまちづくり

大野市のCO2排出量の現況と将来推計

このまま何も対策をしなかった場合、2050年のCO2実質排出量は81千㌧

⇒2050年カーボンニュートラルは達成できない

⇒産業・民生・運輸の3部門が一丸と
なって脱炭素化に向けた取り組みを進め
る必要がある

県内の市町別森林面積と森林経営計画面積

出典：令和3年度 福井県林業統計

大野市内のエネルギー収支のイメージ図

出典：2018年版 地域経済分析システム（環境省・㈱価値創造研究所）を基に大野市作成

市民・事業者が支払っているエネルギー代金

29億円（ガソリン・軽油代などが約9割）

が市外に流出し、赤字の状態

2050年カーボンニュートラル
同時実現

市民のハッピーな暮らし

人

結（ＹＵＩ） エネ
ルギー自然

森林吸収量の計上ルール

1990年以降に人為活動が行わ
れている森林の吸収量に限定
・新規植林や再植林
・森林経営（間伐など）

間伐・植林
など人の手
が入った森

天然林など人
の手が入って
いない森

〇

×

温室効果ガスの排出量割合（2020年）

⇒「再エネの地産地消」の促進

　（新たに再エネを導入し市内で活用すること）

　によりエネルギー購入額を減らす

大野市は持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。

30.8%

工場など

会社・家庭

自家用車など

大野市 全国

32.2%

38.4%

26.7%

43.7%

20.2%

ほ
ぼ
同
じ
割
合 産業部門

民生 部門

運輸 部門

廃棄物部門

-　大野市の将来を展望し、まちづくりの目標と方向を明示した最上位計画　-

第六次大野市総合計画（2021年2月）
地域脱炭素

ロードマップ
（2021年6月）
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大野市脱炭素
ビジョン

第三期大野市環境基本計画

地方公共団体実行計画
（区域施策編）

反映

関連個別計画
　

○都市・公共交通

○農林・食・水循環

○防災・公共施設
○産業・観光　　など

整合

連携

参照

環境面を補完

脱炭素の取り組み・
同時解決目指す地域課題即す

2023

「2050年カーボンニュートラル」への一貫した取り組み（省エネ対策・再エネ導入・森林吸収）

2030 2040 2050

脱炭素ビジョン（今期） 第三期脱炭素ビジョン（仮）第二期脱炭素ビジョン（仮）

エネルギー代金

29億円
再エネの導入

　による大野市内
　　への還流を目指す

エネルギー収支 エネルギーの域外
への販売額

エネルギーの域外
からの購入額＝ －

市内
市外



取組方針A

豊かな森の保全によるCO2吸収促進

取組方針B

快適で脱炭素なライフスタイルへの転換

取組方針C

地域資源を活用した再エネの導入
取組方針D

再エネを活用した地域経済の成長・循環

取組方針E

結の心・協働

①小水力発電
の導入拡大

③太陽光発電
の導入支援

②森林吸収分のカーボン
オフセット事業の構築

①森林資源の好循環
システムの確立

①脱炭素住宅・建築物＆
ゼロカーボンドライブの促進

③市街地エリアのスマート
コミュニティ整備

②公共交通の
脱炭素化

④ごみ減量化
の推進

②バイオマスエネルギー
の利活用

①再エネの地産地消スキーム
・ビジネスモデルの構築

産業団地
（RE100※4支援） ③農業系未利用資源を活用

した通年型農業の構築

「Connect 2050 人・自然・エネルギー のつながり」
～優(Y)しい心と 美(U)しい自然で 挑(I)む カーボンニュートラル～

①官民連携による脱炭素
プロジェクトの推進

②再エネ供給
による産業振興

②脱炭素人材育成と
ネットワークづくり

市産材エコハウス（使う）

燃料利用（使う）

主伐・間伐
（伐る）

間伐材等
（造る）

好循環

再造林（植える） 埋め合わせ
（オフセット）

道の駅等での
ブランド作物の販売

もみ殻等の
未利用資源の活用

農業事業者

インフラ整備

再エネ設備の導入 BCP※5対策

企業誘致

再エネ電力100％
エリア

需要供給

再エネの
地産地消

①仲間づくり

設備導入 ESG投資

再エネ電気供給 環境教育
省エネ診断

経営支援

③脱炭素課題の解決
②共に学ぶ

もみがら・間伐材等

市内事業者との地域連携積雪への対応検討

ポイント制度や
ナッジ※3の活用

エネルギーマネジ
メント・運行情報

中心市街地の活性化

災害時利用
平常時利用

調整役

郊外

木質バイオマス発電所

歴史的まちなみの保全

ITサービス

給電（停電時）

充電（平常時）

越美北線

カーシェア※1
ライドシェア※2

自家消費型 熱利用

発電利用

工場・企業他

取組検討・施策評価

小水力や太陽光、バイオマスによる再生可能エ
ネルギーを新たに導入する目標よ

CO2削減量換算

2030年

CO2削減量換算

2050年

 ■再エネ導入目標

2020年

　0千㌧

５　大野市が目指す脱炭素社会

森林によるCO2吸収量は、追加的な対策によって
今の量を減らさないのが目標じゃ

CO2吸収量換算

2030年

CO2吸収量換算

2050年

 ■森林吸収目標

2020年

150.4千㌧

【脱炭素プロジェクトのイメージ】

2050年までにCO2の実質排出量をゼロ以下にす

るのが目標だよ

 ■CO2削減目標

実質排出量 =排出量 -削減量 -吸収量

2030年

実質排出量 =排出量 -削減量 -吸収量

2050年

2020年

70.4千㌧

CO2を減らすための基本方針

5つの取組方針と14の脱炭素プロジェクト

CO2削減など各目標を達成するため、５つの取組方針を設定し脱炭素プロジェクト（CO2を減らすための取り組み）を実施します。

☑ 最大限の省エネ対策を進めます。
　
☑ 再エネを増やし、市内で消費する
   再エネの地産地消対策を進めます。
　
☑ 広大な森林を生かし、
　 森林吸収源対策を進めます。

脱炭素社会における私たちの暮らし

生活・教育

交通・まちづくり・防災

産業・経済

自然・文化

高断熱な住宅、ヒートショック防止
電気・燃料代の節約、脱炭素教育 等

便利な交通手段（デマンド・カーシェア）
歩きやすいまち、停電時の電力確保 等

森林資源等の有効活用、特産作物の販売、
歴史的なまちなみや景観の保全 等

再エネ関連の雇用確保・創出、企業価値の向上、
森林吸収源の収益化、エネルギー代金の域内還流　等

脱炭素プロジェクト等の実施により、「2050
年カーボンニュートラルの達成」と「市民の
ハッピーな暮らし」を実現させます。

※1 カーシェア：1台を共同利用　※2 ライドシェア：相乗り　※3 ナッジ：より良い選択を自発的に取れるように手助けするアプローチ　※4 RE100：企業が自らの使用電力を100％再エネで賄うことを目指す国際的な取り組み
※5 ＢＣＰ：企業等の緊急事態時の事業継続計画　※6 クレジット：CO2削減量を売買するため決められた方法で数値化したもの　※7 カーボンオフセット：クレジット購入等による、削減しきれないCO2排出量の埋め合わせ


